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間、右肩上がりの成長を続けてきた

会社というのは、そう多くはないと

思っています。また、NTT研究所

と市場の橋渡しをするという基本的

な役割は変わっていませんが、業務

の内容が大きく変わっています。

―橋渡しの方法が変わってきた。

石川 そもそも電電公社は、技術そ

のものを自分で売るわけにはいかな

いので、日本通信技術を経由して販

売した。技術単体で、何も足さず、

加工せず、知的財産として特許1件

いくらというかたちで販売した。今

も技術移転事業を行っていますが、

創業時の売上高に満たない状況で

す。現在は、技術単体で、そのまま

売るのではなく、技術を見える形に

する。ハードなり、ソフトなり、高

い付加価値をつけてお客様にお届け

することを重視しています。

―規模と業務内容は大きく変わりまし

たが、変わらないこともありますか。

石川 NTT研究所の技術成果をよ

く理解・取得し、社内に温存する、

技術を大事にする会社であるという

点は、創業時より一貫して変わって

いません。改革の名の下に、過去を

すべて捨て去り、新しい方法に進も

うとするのは、一見よさそうですが、

変えてはいけないことと、変えなけ

ればならないことがあると思いま

す。変えてはいけないことは、当社

が“技術を最終的に温存するアンカ

ー会社”であるということです。

一方、変わらなければならないの

は、日進月歩で変わる技術について

いき、業務プロセスを含め“絶えず

新しくしようとする努力”は続けな

ければなりません。右肩上がりであ

ることを前提にいろんな仕事をして

きたので、いつの間にか大企業病に

冒されていたかもしれません。

NTTは、常に厳しい競争環境に晒

―1976年の設立から30周年という

節目の年を迎えました。この間、事

業はどのように推移してきたのでし

ょうか。

石川 NTT民営化が1985年ですか

ら、それより10年近い前の1976年

12月に、当時の電電公社の研究成

果（知的財産）を世に出す技術移転

業務をミッションに日本通信技術

（株）が設立されました。1990年に

現在のNTTアドバンステクノロジ

（NTT-AT）に社名変更しましたが、

30年の間、一貫して研究所と市場

の橋渡しをする「テクノロジ・イン

テグレータ」としての役割を果たし

てきました。創業時の社員数は 15

名、売上高も6,000万円でした。30

年経って、社員数は 100倍の 1,500

人以上、売上高も昨年度は560億円

と約1,000倍に拡大し、飛躍的な成

長を遂げました。

30年間で一番変わったのは、規

模が大きくなったことです。30年

1976年の会社創設から一貫して技術力をエンジンに、「テクノロジ・インテグレータ」
の役割を果たしてきたNTTアドバンステクノロジ（以下、NTT-AT）。「世界最高水準
の技術で皆様とともに豊かな社会づくりに貢献する」という企業理念のもと、オンリ
ーワンのソリューション展開によりビジネス拡大を目指す石川宏社長に、創立30周
年にあたっての抱負をうかがった。
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されて、業務の効率化や組織改編等

を積極的に行ってきましたが、当社

は一世代前の仕事のやり方を引きず

ってやっていたと思います。右肩上

がりの拡大・成長を続けてきたとは

いえ、30年間を総括すると、その

途中では、世の中の変化に耐えきれ

ない、あるいはお客さまからの発注

が少しでも減るとガタガタになると

いうような危なさはあったと思いま

す。こういった点も改善しつつ、さ

らに技術を大事にして、世の中の変

化に追随していく。フレキシビリテ

ィに富んだ体制を確立する努力を続

けていくことが重要です。

―2004年７月の社長就任から３カ月

後の10月に中長期の経営方針を発表

されましたが、その柱の一つに、「す

べての社員が、毎年スキルアップし

て、新しいことができるようになっ

た自分を実感できる会社にしよう」

というのがありました。やはり、貴

社にとっては人が一番の財産ですか。

石川 当社の拠って立つ技術という

のは、社員一人ひとりに植え付けら

れています。NTT研究所はお客さ

まというだけでなく、技術を継承で

きるように考えて仕事を発注し、私

たちを育ててくれました。技術があ

るといっても、技術は人に付いてい

ます。したがって、当社にとっては、

人が一番の財産です。財産は人しか

ないといっても過言ではありませ

ん。人を大切にすることは、その人

の持つ技術・能

力を大切にす

る、過保護では

なく厳しく育て

ることなので

す。社員が仕事

を通じてスキル

アップし、達成

感や満足感を得

られるようにす

ることが重要で

す。そうしなけ

れば、当社は発展しません。

―社員数が1500人を超えたという

ことですが…。

石川 自社採用が約1,000人で、他

に研究所のOBと出向者が500～600

人です。この混成部隊が、非常に上

手く機能しています。一人ひとりが、

実際に開発したり、付加価値を高め

たりする仕事をやってくれていま

す。採用に関しては、さまざまな形

態があります。平成17年度は42名

の大学卒の新入社員を採用し、今年

度は 60人の採用を目標にしていま

すが、それよりも中途採用や契約社

員など、キャリアを積んだ即戦力に

なる人を求めています。

―別稿の各論の頁で、貴社ならでは

の高付加価値ソリューションの代表

例を５つご紹介しますが、現在の事

業領域の中で、特に今年度注力され

ている分野というのはあるのでしょ

うか。

石川 当社はこれまで、NTT研究

所による世界最高水準の技術を核

に、独自の商品開発力とノウハウ、

コンサルティング力を結集して、他

にはないオンリーワンの商品やサー

ビスを世に出してきました。現在は、

「先端技術」「ネットワークソリュー

ション」「システムソリューション」

「リサーチ＆コンサルティング」の

４つの事業領域と、そこから広がる

10の重点ソリューション分野にお

いて、さまざまな技術開発、高付加

価値の商品・サービスの開発に取り

組んでいます。

特にどの分野に注力するというこ

とではなくて、どの領域も一生懸命

やっていきたいと思っています。10

の重点ソリューションがミックスさ

れて、ポートフォリオで分布してい

るというのが、当社の一つの強みで

す。したがって、それぞれの事業領

域において、いかに付加価値の高い

商品・サービスを開発していくかが

重要です。例えば、人材派遣に近い

業務でも、研究開発やオペレーショ

ンを一括して責任を持って請け負う
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石川 当社の事業ポートフォリオ

は、N T T研究所向けが約 40％、

NTTグループ会社向けが約 30％、

一般市場が約30％です。10年前は

NTT研究所が約6割を占めていまし

たが、徐々に下がってきました。

NTT研究所の予算は、今後も減る

傾向にありますから、一般市場での

売上をいかに増やしていくかが鍵に

なります。

―そのためには、どのようなことが

ポイントだとお考えですか。

石川 技術先行であるために、やや

もするとプロダクトアウト型になっ

てしまいます。いいものは売れるは

ずだと思っていても、営業の現場で

は「そんなものはまだ売れない」と

言われることがあります。技術を核

にした高付加価値ソリューションを

展開するためには、マーケットの情

報を知ることが極めて重要です。

また、現在のところ当社の一般市

場におけるターゲットは、一般コン

シューマではなく、法人企業や公共

機関です。その意味では、NTTグ

ループの法人営業部門といかに連携

するかが極めて重要になります。こ

の７月以降、NTTグループの法人

アカウントが整理されますので、そ

の営業フロント部隊と緊密に連携し

ていきたいと考えています。

ブロードバンドにより回線容量は

潤沢になりました。このブロードバ

ンド環境を活かすためには、アプリ

ケーションが重要です。ここに当社

ならではの高付加価値商品を提供し

ていくことが、一般市場での売上拡

大につながると思います。そのため

には、NTTグループの営業フロン

トの方々に、当社がいろいろな高付

加価値商品をもっていることを知っ

ていただく、また伝える努力を積極

的に行っていくことが重要です。

―具体的な目標は…。

石川 ５年後には売上約800億円に

したいと思います。売上拡大も重要

ですが、利益を毎年 20億円以上コ

ンスタントに出し続けることが目標

です。また一般市場での売上比率を

半分まで拡大することができればと

考えています。そのためには、営業

力の強化は不可欠です。

―30周年の記念行事として、何か

計画をされていますか。

石川 ２つのことを目的に、記念イ

ベントを計画しています。一つは営

業、すなわちお客さまを獲得するこ

とを目的にしたものです。一般のお

客さまにも声をかけますが、NTT

グループの営業部隊に少しフォーカ

スし、NTT-ATのプレゼンス向上を

目的とした商品説明と講演会を兼ね

たイベントを開催します。先ほども

お話したように、エンドユーザに当

社の技術やソリューションを提供し

てくれるNTTグループ各社に、当

社がいろいろな商品をもっているこ

とや開発力があるといったことがあ

まり伝わっていません。このため、

30周年を機に、営業現場の方々が

売りやすい商品を数十点選りすぐっ

アウトソーシングモデルを展開する

ことによって、一人あたりの付加価

値は高くなります。

―重点ソリューション分野の一つで

ある次世代ネットワークに関し、こ

の４月に推進本部を新設されました

が、その背景は…。

石川 ネットワークはNTTの本業

であり、その大部分のノウハウは当

社に引き継がれています。従来のネ

ットワークで培ったノウハウを IP

ネットワークの上で活かすことによ

り、次世代ネットワークを創造する

ことが当社の重要なミッションで

す。特に、マルチベンダ環境下では

開発に近い膨大な検証業務が不可欠

で、そのための体制強化及び機動的

な対応力強化のために次世代ネット

ワーク推進本部を設立しました。

―NTTグループと一般市場の売上比

率をお聞かせください。
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て展示説明をします。

もう一つは、お客さまに次いで大

事なのが社員ですから、毎年行って

いた表彰式を拡大して、業績を上げ

た社員や面白い商品を開発した社員

に加え、現場で地道に働いていて目

立たないが大事なことをやっている

社員に対してもしっかりと感謝した

いと思っています。さらに表彰した

人間の中から数人を選んで数ヶ月間、

西海岸の米国企業で海外研修を行っ

てもらうことを目玉にしています。

―社員を元気づける施策として、こ

れまでにも「マイスター」制度を導

入していますが…。

石川 その方面では「世界に一つだ

けの花」、つまりその人しかできな

い、いないと世の中がひっくり返っ

てしまうような人間がいるのです。

そういった社員に、社長から

「NTT-ATマイスター」の称号を与

え表彰しています。今年は、それも

少し充実したいと考えています。

さらに、これはイベントではあり

ませんが、30周年を機に、社内外

に向けてのコーポレートメッセージ

を見直そうと思っています。この会

社は何のためにあるのといった観点

での明確なコーポレートメッセージ

を一つ掲げ、それを具体的に社内外

に展開したいと考えています。社長

である私が思いつく言葉を並べて整

理するのではなく、若い社員に集ま

ってもらい、提案型・ボトムアップ

で、30周年記念の一つとしてつく

ってもらおうと思っています。

―最後に、今後のNTT-AT社の在り

方を含め、石川社長の抱負をお聞か

せください。

石川 当社は、NTT研究所と事業

会社の間の死の谷をブリッジしてつ

なぐ会社ですが、技術という共通項

はあるものの、部材の提供からSI、

人材派遣まで行っています。言い換

えると、なんでもやっている分かり

にくい会社だといえます。このため、

どんな会社にしていきたいのかを、

鮮明に打ちだす必要があると思いま

す。当社を経由してNTTが見える

ような会社にもっていきたい。その

ためにも、商品がNTTを語らせる

ようにしていくことが重要です。例

えば、「RealTalk」というノイズリ

ダクション機能付きの高性能音響エ

コーキャンセラ商品がありますが、

この中にはNTT研究所が開発した

デジタル信号処理技術が詰まってお

り、他の製品と比べて非常に優れて

います。つまり、出来上がった商品

を通して、NTT研究所の優れた技

術が浮き彫りにされるわけです。

―そのためには、何が重要ですか。

石川 世の中のカテゴリーで言え

ば、製造メーカへのシフトです。

NTT研究所の成果についてさらに

付加価値を高めるために、自立的に

最終製品までもっていけるようにす

ることが重要です。NTT研究所の

技術をお客さまが使える最終商品に

仕立て上げることができれば、売れ

るようになります。

これまでは、キー部品を当社が

OEM提供し、最終製品は大手メー

カが製造していました。最終製品ま

で作って、お客さまに提供し、その

責任を持つという姿勢を打ちだした

いと思います。私は、NTTグルー

プの中に、メーカが１つ２つあって

もいいと思っています。

それに向けた一つの施策として、

当社の世界的なヒット商品である

「NEOCLEAN」の自社生産に向け

た取組みを開始しました。

NEOCLEANは、光コネクタの

先の汚れを拭き取るクリーナーで、

NTT研究所から技術を受け継ぎ商

品化したものです。現在、世界の６

割のシェアを占めており、数年先に

は８割ぐらいのシェアを獲得できる

と見込んでいます。アメリカ、ヨー

ロッパの市場をも席巻しています。

これを自社生産することで、生産性

の向上・付加価値向上につながると

考えています。

いずれにしても、ハード・ソフト

を含め面白そうな技術はたくさんあ

りますので、ちょっと磨くことによ

って当社はもっと強くなるはずで

す。30周年を機に、技術と信頼で

お客さまのビジネスに貢献すること

からさらに一歩進んで、当社を守り

育ててくれた「社会への貢献」も視

野に入れながら、NTT-ATの新しい

歴史を築いていくために注力したい

と考えています。

―本日は有り難うございました。

（聞き手・構成：編集長　河西義人）
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